
Mori-Hub（森ハブ）

技術開発者

異分野業界

林業界（林業実務者）

研究・開発 実証 実用化 普及（国内）

林業イノベーション
現場実装推進プログラム

技術リスト

開発メーカー 林業経営者・従事者

スタートアップ

研究機関
大学 森林・林業
関係学科他 自治体林務担当

技術開発状況・
現場ニーズの把握 現場実装可能な

技術の探索、実務導入

異分野技術の
林業への導入可能性検討

協力

技術提供・連携等
製品・サービス

提供

新技術開発・
改良

林業現場実装

異分野技術導入
新事業創造

海外展開

大学や研究機関の取組内容
発信の場の創出

民間企業とのマッチング支援

市場ニーズ調査
普及に向けた技術改良支援
データ取得・効果検証支援

普及に向けた環境整備
情報発信・ニーズ喚起

技術保有者

海外での
製品・サービス

販売

プログラムの利活用 Mori-Hubによる支援

海外進出支援

３．技術実装の推進方策
 林業新技術を林業現場に実装していく上で、「林業イノベーション現場実装推進プログラム」の主体毎の利活用イメージを示す
 新技術の開発から普及に至る各種取組をMori-Hub（森ハブ）が支援することにより、林業現場への技術導入を促進する

林業イノベーションハブセンター(Mori-Hub森ハブ))
林業イノベーションを加速すべく、イノベーション推進に向けた
支援機能により技術の現場実装を実現し
林業の課題解決を促進するプラットフォームを目指す

19

国有林関係者

更新２．林業イノベーションの展開方向／各技術のロードマップ

林業課題 技術
〔作業内容〕

タイムライン TRL 技術開発と普及の
現状 普及等に向けた課題 通信

機能
技術
リスト

伐
採
・
集
材
・
運
材

計画策定の効率化
（一貫作業含む）

・3次元データ解析による計画策
定の効率化 5

・造林計画の自動提案・ナビゲー
ションの取組が実証済。
・土木建設分野において類似サー
ビスが提供されている。

・林内を徒歩での巡回が必要。
・３Ｄスキャナは、既存の測量機器
と比べて高額。
・測定の精度向上が課題。

将来
必要 11

作業の自動化
（伐採）

・ウインチアシストシステムによる傾
斜地での機械走行技術 8

・海外では既に普及しており、国内
においても製品販売開始。

・林業施業地の斜面における微地
形・起伏等への対応可能性の検
証が必要。

将来
必要 15

・伐倒機械の遠隔操作技術 6
・実際の導入環境で実証済。傾斜
地の走行と伐倒木の自動伐倒
機能を実装。

・伐倒作業の自動化を図るソフト
開発に改良の余地が多数あり。
・ユーザの使用感確認が必要。

必須 13

・伐倒機械の自動運転／作業の
自動化 5

・収穫物自動認識と収穫作業自
動化が農業分野で実現。伐倒
機械の自動運転技術は実際に
近い導入環境で実証済。

・伐倒木をレーザ技術で検知し、自
動で立木まで走行して伐倒を行
う機構の開発が必要。 必須 12

14

・人型ロボットによる伐倒作業 4
・米国企業が高性能人型ロボットを
開発。林地での歩行、チェーン
ソー伐倒機械化が期待される。

・実際の林地環境における走行性
能や耐水性能等含めた実証が
必要。

必須 16

作業の自動化
（車両系－集材・運
材）

・電磁誘導線を敷いた道路の走
行による自動運転 5

・実際の導入環境において実証済。
・市販フォワーダの改造により機構
搭載が可能。

・電磁誘導線の整備、維持管理、
車両の維持管理のコストが初期
費用、運用保守費用として必要。

将来
必要 17

・木材運搬用トラックの自動運転
システム 5

・搬送用大型ダンプトラックの自動
運転は、土木建設分野で実証
実験段階。
・海外では電動式自動運転木材
運搬用トラックの開発が進行中。

・自己位置推定や障害物検知に
ついて技術的課題が存在。
・ターゲットとする林道の環境レベル
設定も必要（舗装・未舗装）。

必須 18
20

・電動アクチュエータによるクロー
ラーダンプ用の遠隔操作システム 5

・実証実験段階。今後現場で生
産性の向上に向けて導入が期待
されている。

・遠隔操作には通信インフラが必要。
必須 19

・レーザスキャナ/制御用PCの搭載
による既存機械の自動運転化 7

・土木建設分野においては実際の
導入環境において実証済。

・GPS機能を利用するため、通信イ
ンフラが必要。 必須 21

2019 2022 2025

（３）伐採・集材・運材・造林作業、路網設計・施工、生産管理

実
用
化

実
証

実
用
化

普
及

実
用
化

実
証

普
及開

発
実
証

実
用
化

実
証

実
用
化

実
証

実
用
化

実
証

9

更新

実
用
化

実
証

実
用
化

実
証

テーマ１：新技術／総合戦略 報告書（概要）

１．林業課題整理

２．技術探索
4．プログラムアップデート案の作成

 各技術について、技術の開発・普
及水準に応じて「開発」「実証」
「実用化」「普及」の４つのフェーズ
区分を行うことを定めた。

 技術リストにおいて、各技術の現
状フェーズを評価するとともに、
PEST分析観点で加点が多いほ
ど2025年時点でフェーズが進展す
ると想定。最終的に各技術の導
入可能性について、現在のフェーズ
／2025年のフェーズを合わせて評
価する形とした。

 技術リストに基づき、「林業イノベーション現場実装推進プログラム」のアップデート
案を作成

 各技術のロードマップを更新するとともに、技術実装の推進方策についてもMori-
Hubによる事業者支援等の在り方を提示した。

（１）林業課題の抽出
 林業イノベーション現場実装推進プログラムのほか、日米欧における林業技術レポート
を基に、林業課題を整理。

 林業課題は、大分類・中分類・課題として体系的に整理を行い、各技術は林業課題
に対応させて整理する方針とした。

（２）技術リストフォーマットの作成
 技術リストでは、技術内容の整理を行うとともに、現場実装・導入の可能性について

PEST分析の枠組みから判断できるよう評価項目を設けた（P:Political（規制等）、
E:Economical（コスト）、S:Social（社会的重要性）、T:Technology（技術））。

 林業課題を起点に異分野の技術探索を行い技術リストに整理。各技術内容を記載するとともに、PEST分析により導入可能性評価を実施。
 技術リストに基づき、各技術のロードマップを更新、技術実装推進方策についても更新。新たに通信技術も位置づけ、林業イノベーション現場実装推進プ
ログラムのアップデート案を作成。

３．導入可能性評価

 林業課題を起点に技術探索し、技術リストへの整理を実施。
 技術探索は、政策文書や技術レポート、論文等のデータベース検索等により実施した。
重点探索分野として、農業、バイオ、建設、環境、材料、宇宙を定めるとともに、防災、
教育といった分野についても探索することとした。

   

機器・システムの実用型プロトタイプ／実用型地域モデルが、実際の導
入環境において実証されており、量産化／水平展開に向けた具体的な
スケジュール等が確定している。

６
実用型プロトタイ
プ／実用型地域

モデル

将来的な性能の目標値が設定されており、実際の技術開発に向けた情
報収集や分析が実施されている。

２
報告書・分析
レポート等

要素技術の基本的な特性に関する論文研究やレポーティング等が完了
しており、基礎研究から応用研究への展開が行われている。

１ 論文・報告書等 基礎研究

製造・導入プロセスを含め、開発機器・システムの改良が完了しており、
製品の量産化又はモデルの水平展開の段階となっている。

８
最終製品／
最終地域
モデル

量産化／
水平展開

定義ﾚﾍﾞﾙ
実験
環境

アウト
プット

ﾌｪｰｽﾞ

機器・システムが最終化され、製造・導入プロセスを含め、実際の導入環
境における実証が完了している。

７

実際の
導入環境

フィールド実証

主要構成要素の性能に関する研究・実験が実施されており、量産化／
水平展開に関するコスト等の分析が行われている。

３
主要構成要素の
試作部品／試験

的モデル
応用研究

機器・システムの実用型プロトタイプ／実用型地域モデルが、実際の導
入環境に近い状態で実証されており、量産化／水平展開に十分な条件
が理論的に満たされている。

５
実際に近い
導入環境

模擬実証

主要な構成要素が限定的なプロトタイプ／限定的な地域モデルが機器・
システムとして機能することが確認されており、量産化／水平展開に向
け必要となる基礎情報が明確になっている。

４ 実験室・工場
限定的なプロトタイ
プ／限定的な地域

モデル
実用研究

―

―

―

―

要素技術の
基本特性の把握

基本原理の
明確化

開始時の
状況

主要な構成要素
の機能の確認

試作部品／
試験的モデルの
性能の把握

限定的なプロト

タイプの性能の把
握

実用型プロトタイプ
の基本性能の

把握

最終製品／
最終地域モデルの

性能の把握

実用型プロトタイプ
の実環境での
性能の確認

択時

業
間

市場
投入

象外

   

 探索した技術については、林
業分野・異分野における技
術熟度レベル（TRL）を
8段階で評価・整理した。

実用化
技術開発の成果製品・サービスが

市販化段階にあるもの
（販売実績は問わない）

実証
技術の実証実施
改良段階

開発
技術の開発段階

普及
販売実績が複数件以上あり、
技術の普及が待たれる段階

ダーウィンの海

死の谷

魔の川

フェーズ移行における障壁の名称

フェーズ進展評価パターン

TRL：Technology readiness levels

フェーズ進展パターン

ロードマップ 技術実装推進方策



テーマ２：機械開発 報告書（概要）

１．デスクトップ調査

２．ヒアリング調査

自動化機械安全性ガイドライン案

 新たな森林作業システムの目標・目指
すべき方向性を森林作業システムイメー
ジとして提示。

 目指すべき姿の実現に向け、林業機
械に求められる開発の方向性、性能
要求等を車両系・架線系林業機械や、
運送機械・造林機械についても定めた。

 開発推進の支援枠組や、新たな森林
作業システム普及定着の条件等につい
ても言及。

（１）文献・レポート調査
 文献・既存レポート等より、林業機械の進展状況、開発・実証状況等を調査。
 自動化・無人化・遠隔化等の概念を整理するとともに、遠隔化・自動化の進展状況
をマトリクス上に整理。

（２）成果物骨子案の作成
 調査結果より、機械開発・森林作業システム方針案、自動化機械安全性ガイドライ
ン案の骨子案（目次）を作成した。

 自動化・遠隔化といった技術進展の開発動向、普及状況等をデスクトップ・ヒアリング調査により把握・整理。
 事務局で作成した成果物骨子案をベースに、委員指摘・ヒアリング意見等を組み込み成果物最終案をとりまとめた。

森林作業システム・機械開発方針案

 成果物骨子案を基にヒアリングを実施。ヒアリング調査先として、大学や森林総合研
究所といった研究機関、機械開発メーカー、林業事業体を対象として抽出した。

 林業機械の開発・実証等の状況を詳細に把握し、技術開発動向や今後の開発方
向性についての意見をとりまとめた。

 ヒアリング意見を、集約・構造化
した結果、機械開発の検討の上
では「インフラ」「作業システム」
「機械開発」「環境配慮」の4観
点が主たる考慮事項であると考
えられた。

 各種のヒアリング意見は、成果
物の対応箇所に組み込む形で
整理し、成果物作成を進めた。

個別機械別表

車両系作業システム－緩傾斜地－イメージ（直近で実装可能な森林作業システム像）

車
両
系
作
業
シ
ス
テ
ム

目
指
す
べ
き
方
向
性（
案
）

• 林内を走行可能な車両が伐倒・造材・集材作業を実施する場合と、ホイール式ハーベ
スタでの伐倒・造材後、ホイール式グラップルフォワーダで集材(CTL)する場合を想定

• 人力でのチェーンソー伐倒作業を必要最小限とする
• 造材作業はハーベスタの有人での機械操作により実施

• 可能な限り木
材の積み降ろし
回数を削減

• キャビンへの積込はグ
ラップル付きトラックに
より実施

自
動
化

無
人
化

有人

手動操作

詳
細

目標とする生産性： 主伐 15m3/人・日以上

集材・運材 造材 積込・トラック運送

クラムバンク付きホイール式ハーベスタ グラップル付きトラッ
ク

土場集積

山土場

ホイール式ハーベスタ ホイール式グラップル付きフォワーダ

グラップル

グラップル付きトラック

伐倒 集材・運材造材 積込・トラック運送土場集積

山床 山土場

伐倒

山床

グラップル

現状の
機械開発
・普及状況

②将来の
目指すべき姿
（遠い将来像）

①直近で実装
可能な森林
作業システム像

車両系作業システム－緩傾斜地－の将来像イメージ（遠い将来像の案）

伐倒 集材 造材 積込・トラック運送
車
両
系
作
業
シ
ス
テ
ム

目
指
す
べ
き
方
向
性（
案
）

• 林内を走行可能な車両が、伐倒・集材作業を実施
• 人力でのチェーンソー伐倒作業を極小化する
• アタッチメント操作については、オペレーターを補助する一部の自
動化機能を搭載

• 遠隔操作式ハーベスタにより林内作業路近辺で伐倒・造材を
実施

• 造材について、自動採材等の自動化機能を搭載

• 運送された材の土場集積作業を遠
隔操作可能とする。また一部作業を
自動化

• トラックへの積込作
業は、トラック内キャ
ビンから操作可能と
する

• 電動自動運転トラッ
クによる木材運送の
完全自動化

自
動
化

無
人
化

遠隔操作化（有視界）

一部自動化

詳
細

遠隔操作化
（非有視界）

一部自動化

遠隔操作化
（非有視界）

自動化
一部自動化

遠隔操作式クラムバンク付きハーベスタ

土場集積

遠隔操作式
グラップル

山床 山土場

遠隔操作式
グラップル付き
電動自動運転

トラック

森林作業システムの
目指すべき姿

別表１ 
自走式トラクションウインチにおける危険源及び危険状態に関する整理表 

場面 
（危険源と潜在的効果） 

顕在化の原因 危険状態及び危険事象の詳細 

〇作業領域内に立ち入った
使用者、補助作業者及び進
入した第三者への被害 
 
〇作業領域外への暴走によ
る機械の転落、使用者、補助
作業者、第三者への被害 
 
○非定常作業時の使用者、
補助作業者への被害 
 
○用途外使用等による使用
者、補助作業者、第三者への
被害 
 
 

使用者の監視不足（作業への過度
な集中、よそ見等）  

使用者の監視不足により、危険源の発見が遅れ、機械または牽引機械が
接触又は転落 

使用者が監視不能、危機回避操作
不能（体調不良） 

使用者の体調不良により、監視や回避措置（停止措置）が行われず、機
械または牽引作業車が接触又は転落 

緊急時の危機回避操作の失敗 
（使用者の技量不足、遠隔操作装
置等の見失い） 

使用者が第三者を発見したものの、回避措置（停止措置）の失敗または
遅れにより、機械または牽引作業車が接触又は転落 

リモコン・操作パネル、通信機器
の不調 

使用者が回避措置（停止措置）を取ったものの、停止せず、機械または
牽引機械が接触又は転落 

遠隔監視機器・操作機器の不調 
（監視モニター等視覚的・警報装
置等） 

使用者は危険源を発見できず、又は発見したものの遠隔操作による回避
措置（停止措置）の失敗または遅れにより、機械または牽引機械が接触
又は転落 

電磁的妨害 電磁的妨害により使用者との通信が遮断され暴走、機械または牽引機械
が接触又は転落 

動作モード切り替えの不具合 手動走行時に遠隔操作モードに切り替わることにより、手動操作が不可
能となり暴走、機械または牽引機械が接触又は転落 

動力遮断時 急傾斜作業領域等で使用中に動力が遮断し、機械が傾斜方向に動き、機
械または牽引機械が接触又は転落 

 

 名称は「林業機械の遠隔操作化・自動化に関する安全性確保ガイドライン
（案）」とし、第一章～三章で構成。

 序論（第一章）では、ガイドライ
ンの構成や対象機械、用語の定
義等を説明。

 第二章において、林業機械共通
の安全性に関する注意事項、リ
スクマネジメント指針等をとりまと
め。

 第三章では、個別の林業機械の
リスクについて別表にとりまとめ。

構造化ヒアリング・委員指摘の例

作業システムの現状と課題

作業システム伐採・造材・運材・運材の目指すべき姿

森林作業システムの考慮事項

路網整備

インフラ通信インフラ整備

日本林業の将来課題

日本の地形・地質による制約条件対応

機械開発

林業機械開発
環境配慮

機械の無人化・遠隔化・自動化

GNSS等による精確な位置情報の特定

環境への配慮・森林保全今後の林業イノベーションにはゾーニングの観点も必要。どこまでの山を作業林とみていくかの線引
きも必要。環境保全とのバランスを考慮しながら森林資源活用をしていくべき

現在は通信環境がある程度整った位置において、時間をかけてGNSS測量をしたうえで、その地
点から相対的に動いた距離によって位置を想定する技術を展開しようとしている

フォワーダの自動走行は可能になると思われる。LiDARによるSLAMの技術も進化しており、自動
化の費用によっては可能性は高い

日本の山の地形では道路条件から機械の大きさ（2.5mの車幅）,重さ（12t）が実質的な制
限を受ける。その規格内に収まり従来以上のパワーを有する機械開発が必要

フォワーダ運搬距離は1,000m以内に収めたい。以前は目安が500m程度だったが、走行速度が
上がり、運搬距離が伸びたが1,000mだと長すぎるのではないか

チェーンソーを使わない覚悟も必要。欧州では人力の伐採をさせないためどうするか考え、技術が
発展した

林道の幅員やR、耐荷重（橋梁）の問題から大きなトラックが入らない現場が多い

近隣に人が住まなくなった場合、搬送用の林道のみでは費用対効果が合わないため、林道の整
備がされなくなることが予想される

通信インフラが整わないことはすべての課題に影響する。機械開発に際して、林業に係る様々な
工程の自動化に際しても壁となりうる

林道・作業道を開設する際は、森林内へのインパクトも考慮し、恒久的に使えるものを作るのか、
一時的な作業路を開設するのかを考えていく必要がある

ハーベスタ・プロセッサのベースマシンが建設機械であるが、パワー不足などで林業にとって最適な機
械ではないため、その開発も求められる

委員・ヒアリング指摘の構造化



テーマ３：地域林業政策 報告書（概要）

１．調査設計・現地ヒアリング調査

 地域の森林資源を活用し、新しい素材の原料として、あるいは、従来の建材用途とは
異なる用途として、製品開発及び上市に至ったビジネスモデルを直近数年間の国内事
例をロングリストに整理した。

 ロングリストをもとに、「地域企業が主体」かつ「ビジネスが実装に至っている」事例を抽
出し、ショートリストを整理した。

（１）調査設計
 ヒアリング調査結果を踏まえ、事業者や行政関係者をターゲットとして、木質新素材の
ビジネスモデルを構築する機運を醸成させることを目指し、事例集をとりまとめた。

 事例ショートリストをもとに、６事業者にヒアリング調査を実施した。
【主なヒアリング項目】

• 新技術・新素材の活用理由・背景/活用時における課題
• ビジネスの成功要因、必要な支援
• 改質リグニン事業への参入可能性・課題

【ヒアリング実施先】

 新たな地域経済モデルの確立に向けた端緒として、木質新素材を活用した地域ビジネスの起業促進を目的に、関連するビジネス事例の収集・類型化及
び起業支援に資する情報整理し、事例集としてとりまとめた。

（１）事例集「地域資源や新素材を活用したビジネス事例集」の概要

# 分類
【活用方法】 用途 名称 事業体 所在地

1 加工利用 建材・
内装材

北播磨産木材を活用した単板貼り不燃
化粧材「ひょうごの木・ヒノキ単板貼り不
燃化粧板 」

株式会社
三栄

兵庫県
神戸市

2 加工利用 家具 圧縮スギの家具「KISARAGI」 飛騨産業
株式会社

岐阜県
高山市

3 加工利用 文房具 「長良杉」「東濃檜」「美濃和紙」を活用
した筆記具の開発・製造・販売事業

株式会社
F-STYLE

岐阜県
岐阜市

4 成分抽出 食品 国産プレミアムクラフトジン「ROKUMOJI」 ろくもじ
株式会社

新潟市
中央区

5 成分抽出 バイオ
プラスチック

植物残渣を活用した新素材 「mode-
cell」

株式会社
アミカテラ

東京都
江東区
（本社）

6 成分抽出 生活用品
（芳香剤）

香木プリンセスパインのカンナ削り華を詰
めた香袋「香りプリンセスパイン眠り姫」

Makino 
wood works

岐阜県
高山市

２．事例集とりまとめ

（２）現地ヒアリング調査

目次
１．地域林業における新規ビジネス創出の必要性
２．地域資源や新素材を活用したビジネス事例
（１）掲載事例の概観と事例集のポイント
（２）～（６）ビジネス事例

【コラム】地域資源の活用にむけた取り組み紹介
【コラム】改質リグニン事業の紹介

・改質リグニン事業の可能性
3．新規ビジネス立ち上げに向けて

ビジネス事例紹介 改質リグニン事業の紹介

（２）事例集「地域資源や新素材を活用したビジネス事例集」のイメージ



テーマ４：イノベーションエコシステム 報告書（概要）

１．先進事例から見るエコシステムの成功要因 ２．国内林業イノベーションエコシステム形成フェーズ

３．支援組織としての森ハブのあり方と支援内容検討

 先進事例から見るエコシステム形成のステップは①場の形成、②実証プロジェクトの展開、
③ビジネス実装支援の展開、の３つのフェーズに分かれており、国内林業においても同様
のステップで推進を行うことがエコシステムの形成につながると考えられる。

 国内林業界でのイノベーションエコシステムの形成に向け、異分野や海外事例など先進的な取り組みについて調査を行い、成功要因を調査した。
 先進事例における成功要因から、林業界のエコシステムを支援する機関としての森ハブのあり方や機能について検討を行った。

 異分野において先進的な取り組みを行ってい
るオランダ・ワーヘニンゲン（農業分野）、アメ
リカ・ボストン（医療分野）、ドイツ・ハイデル
ベルク（医療分野）、ベルギー・フランダース
（素材分野）、並びに林業界において先進
的な取り組みを行っているフィンランド・北カレリ
ア地域、スウェーデン・Skogstekniska
Klustret 〈※林業技術クラスター）の計６事
例を調査したところ、① 多様な属性のプレイ
ヤーが参画していることや、②地域に所在する
支援機関がステークホルダー間のとりまとめを
支援していることなどが特徴として挙げられた。

 また、エコシステムの形成ステップを見ると、①ネットワーク形成、②プロジェクト組成、③
ビジネス支援、④情報発信が段階的に行われ、エコシステムが成立し、それらの活動を
支援する組織が存在していることが共通して見られた。

 国内林業における不足している機能やエ
コシステム形成に必要な機能から考える
森ハブの支援内容は、エコシステム形成の
３つのフェーズを補完する事業推進支援と、
各ステップの取り組みを加速させる情報
発信機能があげられる。

 森ハブによる支援は事業の進捗に合わせて内容を変化させ、地域に寄り添い、ともに
事業を推進していくコーディネーターと、専門人材が集積し、情報発信や外部との連携
を支援する事務局が協同する支援体制を整えることを想定。



テーマ５：知的財産 報告書（概要）

１．林業分野における特許調査

２．異分野の知財戦略事例調査

 林業の施業を踏まえ、「計画」「育成」「伐採・造材、集材・運材」「CNF」「改質リグニ
ン関連」の段階毎に日本、米国、欧州における発明数を比較した。

 特に日本在住の譲受人を対象に、技術の成熟度を探索する観点からアカデミア比率
を調査し、かつ技術開発のトレンド把握のため、各段階での出願の伸びを2点（2016
年、2020年の時点）で比較した。

 また、各段階毎のプレイヤー把握のため、上位の譲受人をリスト化した。

（１）全体像
 CNFに関しては、適用先が従来の木材とは相違するため、用途について探索した。

⇒建材のほか、輸送機器、電子機器、化粧品など新たな用途も検討されていると考
えられる。

 先行する異分野を中心に、知財の活用事例の調査を行った。また、併せて共同出願
となる状況下における権利関係の整理に参考になる先行事例調査を実施した。

 林業の施業を踏まえ、林業のバリューチェーンに沿って特許出願を分析し、日本、米国、欧州という主要国（地域）における発明数の比較を行った。
 CNFや改質リグニンといった新素材に関しては、一定の優位性は見られるため、材料技術でコントロールしつつ、市場拡大とシェア拡大の両立を図ることが
考えられる。

プレイヤーリスト

（２）個別

用途探索

協調共同研究プロジェクト（オープン領域） 個別共同研究プロジェクト（クローズ領域）

バック
グラウンド
知財

• コンソ内のプロジェクトに係る研究開発活動に対しては、
行使しない。

• プロジェクトの同一研究グループ内の他の中核機関による
事業化目的の実施に対しては、原則、合理的な条件で
実施許諾。

• 原則、同左。ただし、当事者間で協議の上、各プ
ロジェクト毎に定めることも可能。

フォア
グラウンド
知財

• 権利者による実施は無償。
• コンソ内のプロジェクトに係る研究開発活動に対しては、
行使しない。

• プロジェクト成果の事業化目的の実施に対しては必要な
範囲で、原則、実施許諾（有償。正会員に対しては、
他の第三者機関より有利な条件で実施許諾）。

• 当事者間で協議。ただし、正会員によるプロジェク
ト成果の事業化目的の実施に対しては、原則、
合理的な条件で実施許諾。

共通技術については、相互に自由な実施が
できる状況をつくり、市場拡大を図る。

個別のプロジェクトについては、
当事者間で協議するようにし、競争を許容する。

両者のバランスが重要

プロジェクト実施
前から保有して
いた知財

プロジェクト実施
の結果取得した

知財

先行事例調査

6 31 15 458

250

15 59 52 2,887
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5
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4

2

49

11

2

18 14 523 370 25

212

282 1,449
2

1

32

11

2

0

X 軸

0
0

境界
確定

資源
管理

施業
提案 伐採 集材・

運材
育種、苗
木生産

造林
作業

路網設
計・整備 成形品 リグニン/

製法 材料 成形品

日本

米国

欧州

計画 育成 伐採・造材、
集材・運材 CNF 改質リグニン関連*

全数

全数

全数

各国（地域）での発明数比較


